
「中部地域の景況感の現状(10～12月期)と

見通し(来年４～６月期まで)」

〔今回のポイント〕

中部地域の景況判断

10～12月期の中部地域の景況判断（「良い」－「悪い」社数構成比）は、

前期に比べ５１.７Ｐ悪化して▲６５.４と、下げ幅、水準ともに、平成11年

10～12月期の調査開始以来、最悪の結果となった。中部地域における景気は、

後退局面入りとともに、広範な業種において急激な悪化に見舞われている。

内外需の縮小に加え、原油・原材料高、円高、株安などが原因となって、

企業業績が急速に悪化しており、生産調整や設備投資抑制、雇用調整などの

深刻な事態へと進展しつつある。

先行きについては、原油・原材料価格が下落局面に転じてきたものの、米

国経済の先行き・個人消費の低迷に対する懸念が一層強まっていることに加

えて、株価の低迷や円高の進行を心配する声も急速に高まっており、来期に

かけてさらに悪化するとの悲観的な見方となっている。

〔調査の概要〕

◎調査時期 ： 平成20年11月18日～12月４日

◎回 答 ： ３１４社 （回答率41.8％、対象７５１社）

→予測

10-12月期
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(1)中部地域の景況判断 〔現況判断・見通し ： 「良い」－「悪い」 〕

→予測

10-12月期
▲65.4（-51.7Ｐ）

【景況判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[９月] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

17.6% 78.4% 3.9% ▲ 13.7

[今回] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

65.7% 34.0% 0.3% ▲ 65.4

◎景況感は、前期に比べて51.7Ｐ悪化して▲65.4と、下げ幅、水準ともに、
平成11年10-12月期の調査開始以来、最悪の結果となった。

◎「悪い」とする企業が約６６％にまで急増している。

[現状]

[今後] ◎先行きについても、来期にかけてさらに悪化するとの、悲観的な見方
となっている。
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(2)機械設備水準判断（製造業） 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

→（予測）

▲37.7
(-28.１P)

【機械設備水準判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[９月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

16.8% 76.0% 7.2% ▲ 9.6

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

38.5% 60.8% 0.8% ▲ 37.7

◎製造業における機械設備水準判断は、前期に比べ28.1ﾎﾟｲﾝﾄ悪化して
▲37.7と、過剰感が急速に高まっている。

◎「適正」とする企業が依然として約６割を占めているものの、「不足」とする
企業がほとんどなくなり、「過剰」とする企業が約４割にまで近づいている。

◎先行きについても、一段の悪化が見込まれている。

-28.1p

[現状]

[今後]
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(3)雇用判断 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

→（予測）

▲15.7
（-31.3P）

【雇用判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[９月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

9.3% 65.8% 24.9% 15.6

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

27.8% 60.1% 12.1% ▲ 15.7

-31.3p

◎雇用判断は、前期に比べ31.3ﾎﾟｲﾝﾄもの大幅な悪化となり、不足感の
残る状況から過剰に転じている。

[現状]

[今後] ◎先行きについても、過剰感が高くなるものとみられる。

◎「不足」とする企業が依然として約１割あるものの、「過剰」とする企業が４
分の１を超えてきており、過剰感は急速に高まっている。
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(4)業種別・業績判断 〔現況判断 ： 「良い」－「悪い」 〕

▲35.0（-20.0P）建

▲38.3（-29.2P）非

▲45.2（-32.0P）

▲55.1（-38.4P)製

(5)業種別・設備投資計画判断 〔現況判断 ： 「積増し」－「縮小・繰り延べ」 〕

▲40.5（-17.6P）建

▲42.7（-26.3P）非

▲49.6（-28.6P）

▲58.6（-33.8P)製

◎製造業、非製造業（除．建設業）、建設業ともに、設備投資計画判断は一段と
悪化しており、設備投資を縮小・繰り延べする動きが拡大している。

◎特に、製造業においては、輸出の急激な減少に、円高による影響も加わって、
一段と厳しい結果となっている。

◎製造業、非製造業（除．建設業）、建設業ともに、国内・海外市場の悪化、原
油・原材料高などを背景に、業績判断は大幅に低下している。

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

11
/4
Q

12
/1
Q 2Q 3Q 4Q

13
/1
Q 2Q 3Q 4Q

14
/1
Q 2Q 3Q 4Q

15
/1
Q 2Q 3Q 4Q

16
/1
Q 2Q 3Q 4Q

17
/1
Q 2Q 3Q 4Q

18
/1
Q 2Q 3Q 4Q

19
/1
Q 2Q 3Q 4Q

20
/1
Q 2Q 3Q 4Q

〔全 産 業〕
〔製 造 業〕

〔非製造業(除.建設業)〕
〔建 設 業〕

-75

-50

-25

0

25

50

11
/4
Q

12
/1
Q 2Q 3Q 4Q

13
/1
Q 2Q 3Q 4Q

14
/1
Q 2Q 3Q 4Q

15
/1
Q 2Q 3Q 4Q

16
/1
Q 2Q 3Q 4Q

17
/1
Q 2Q 3Q 4Q

18
/1
Q 2Q 3Q 4Q

19
/1
Q 2Q 3Q 4Q

20
/1
Q 2Q 3Q 4Q

〔全 産 業〕
〔製 造 業〕
〔非製造業(除.建設業)〕
〔建 設 業〕

- 4 -



(6)業種別・雇用判断 〔現況判断 ： 「不足」－「過剰」 〕

建
15.8（-20.1P）

非
▲3.8(-29.8P）

製
▲36.3（-35.6P）

◎非製造業（除．建設業）においては、不足感が一気に解消されており、建設業
でも、不足感の根強い状況ながらも、急速に薄らいできている。

◎製造業においては、ほぼ適正の状況から、「過剰」へと急速に悪化している。
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(7)景気の先行き不安要因
（複数回答）

(新規)

(8)業績予想の前提

①原油価格〔通関（ＣＩＦ）〕

②対ドル・円レート〔銀行間直物〕

75%

57%

8%

26%

87%

90%

70%

61%

58%

40%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

米国経済の先行き

個人消費の低迷

株価の低迷

円高の進行

ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑ深刻化

原材料価格の高騰

9月

今回

90～95円未満,
20.7%

95～100円未満,
48.4%

100～105円未満,
24.4%

105～110円未満,
53.5%

100～105円未満,
31.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９月調査

今回

90円未満 90～95円未満 95～100円未満 100～105円未満

105～110円未満 110～115円未満 115～120円未満 120以上

～60$未満, 29.6%
60～70$未満,
20.7%

10.8% 8.9%

110～120$未満,
48.1%

100～110$未満,
22.2%

10.7% 10.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９月調査

今回

～60$未満 60～70$未満 70～80$未満 80～90$未満 90～100$未満

100～110$未満 110～120$未満 120～130$未満 130～140$未満
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日本経済の現状認識と経済政策について

１．日本経済の現状認識について
①景気現状について

②日本経済全体の景気が底を打って回復に向かう時期について

③経済成長率（ＧＤＰ）見通しについて

○平成21年中の回復はないとみる企業が４割を超えるなど、来年度後半以降と予想する
企業が約６割に達しており、景気回復までには相当の時間を要するものとみられている。

○今年度、来年度ともマイナス成長が続くとの見方が強くなっており、来年度にかけて一
層厳しい状況になるものとみられている。

○緩やかに後退を含めて９８％の企業で、景気は後退しているものとみている。

緩やかに後退, 62% 後退している, 19%

緩やかに後退, 32% 後退している, 66%
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9月調査

今回

拡大を続けている 緩やかに拡大しつつも減速 概ね横ばい 緩やかに後退 後退している

来4-6月, 17% 来10-12月, 16% H22年以降, 43%
来1-3月, 10% 来7-9月, 13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

現在（10-12月） 来1-3月 来4-6月 来7-9月 来10-12月 H22年以降

6.6% -2～-1％, 23.7% -1～0％, 39.9% 0～1％, 25.9%

6.1%
2.2%

-2～-1％, 14.8%
-1～0％, 43.7% 0～1％, 33.2%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

08年度

09年度

-2％以下 -2～-1％ -1～0％ 0～1％ 1～2％ ２％以上

ﾌｫｰｶｽ①
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④日経平均株価の見通しについて

２．経済対策の中で最も期待する対策について

○金融資本市場対策への期待が最も強くなっている

Ⅰ．生活者の暮らしの安心

１．家計緊急支援対策 総額２兆円を限度とした生活支援定額給付金（仮称）の実施

２．雇用ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ強化対策 非正規労働者等、60万人分の雇用下支え強化

３．生活安心確保対策 消費者政策の抜本的強化等とともに、４万人程度の介護人材等の増強

Ⅱ．金融・経済の安定強化

４．金融資本市場安定対策 国際金融資本市場の安定化に向けた国際協調の推進

５．中小・小規模企業等支援対中小・小規模企業等の資金繰り対策の拡充

６．成長力強化対策 「成長力強化税制」の導入、世界最先端の研究開発促進等

Ⅲ．地方の底力の発揮

７．地域活性化対策 高速道路料金の大幅引下げや地域経済の活性化、強い農林水産業づくり

８．住宅投資・防災強化対策 住宅ローン減税（個人所得課税）の延長・拡充等

９．地方公共団体支援策 地方公共団体による地域の活性化への取り組みを支援

○来年末において１万円を回復するとの見方は５割以下にとどまっており、回復のテンポ
は緩やかなものになるものとみられている。

(ご参考）「生活対策」（概要）
（平成20 年10 月30 日 新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議）

8千～１万円, 47.6%
1万～1.2万円,
40.1%

5.4%

８千円未満
15.1%

8千～１万円, 77.4% 7.6%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

09年３月末

09年12月末

8千円未満 8千～１万円 1万～1.2万円 1.2～1.4万円 1.4～1.6万円 1.6万円以上

金融資本市場安定対
策, 47.4%

中小対策
, 14.0%

成長力
, 11.2%

生活対
策, 7.1%
雇用
, 5.8%
住宅
, 4.6%
地域
, 4.5%
家計
, 1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

金融資本市場安定対策 中小・小規模企業等支援対策 成長力強化対策

生活安心確保対策 雇用ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ強化対策 住宅投資・防災強化対策

地域活性化対策 家計緊急支援対策 無回答
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２．世界経済に不透明感が増していることによる影響について

① サブプライムローン問題の今後の動向について

○約8割の企業が不安定な状況が続くとみており、一層深刻化するとみる企業も増加している。

② 貴社の業績への影響について

○少なからず悪影響があるとする企業が増加し、全体の８割を超えている。

③ （輸出をされている企業の方へ）貴社の輸出の増減について

○減少したとする企業が大幅に増加し、３分の２にまで及んでいる。

④ 増加地域 ⑤ 減少地域

- 10 -

○米国向けのみならず、ＥＵ向けの減少傾向が鮮明になり、中国を含むアジア向けについ
ても、「増加している」とする企業が減り、「減少している」とする企業が大幅に増加している。

6%

深刻化, 14%

不安定な状況が続く,
82%

不安定な状況が続く,
79%

収束に向
かう, 12.4%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９月調査

今回

一層深刻化 不安定な状況が続く 収束に向かう その他

一定の悪影響, 63% 悪影響はない, 32%3%

深刻, 13% 一定の悪影響, 69% ない, 15%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９月調査

今回

深刻な悪影響 一定の悪影響 悪影響はない その他

増加, 26% 横ばい, 54%

5% 横ばい, 29% 減少, 66%

減少, 20%
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９月調査

今回

増加 横ばい 減少
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